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令和６年度介護報酬改定に向けた
ヒアリング

一般社団法人 全国軽費老人ホーム協議会

社会保障審議会
介護給付費分科会（第226回） 資料２

令和５年10月２日
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全国軽費老人ホーム協議会の取り組み

• 軽費老人ホームは、無料または低額な料金で、家庭環境・住宅事情・経済
状況などの理由により、居宅において生活することが困難な高齢者を入所
させ、食事その他日常生活上必要な便宜を提供する施設として創設されま
した。

• 日常生活に不安がある方が入居する施設となっていますが、介護サービス
を必要とする方をはじめ、精神疾患や虐待、生活困窮などの社会的援助を
必要とする方が入居されています。

• 多様なニーズや課題を抱える方が増加する中、軽費老人ホームらしい生活
支援を行うために「あなたらしさ応援プラン」の個別支援計画を完成させ
ました。

• この計画は、入居者の持つ経験や特技などの強み（ストレングス）を活か
し、自己肯定感や生きがいを持てる支援（エンパワメント支援）を重要視
しています。

• このエンパワメント支援には施設内の支援だけで完結させず、地域や社会
資源（地域とのつながり）の連携を意識しています。
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地域共生社会の実現と軽費老人ホーム

• 軽費老人ホームの入居者の多様なニーズに対する生活支援は、地域に暮ら
す高齢者や住人と共通することも多くあります。

• 「あなたらしさ応援プラン」での地域とのつながりを意識した支援は、地
域住民の課題やニーズを施設や入居者の強み（ストレングス）とマッチン
グさせることで、お互いに支え合うことが可能になっていくことがありま
す。

• 状況によっては、「支援される側」だけではなく、時には「支援する側」
になるということが実践され、やりがい・生きがい・楽しみを持って生活
することができます。
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要望事項

①基本報酬単位の増加

②加算の創設

③処遇改善の一本化と加算率の引き上げ

④専門性の高いサービスの連携

⑤その他の意見
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①基本報酬単位の増加

• 配置基準がほぼ同様の特別養護老人ホームに加え、他の入居系施設と比較
しても低くなっています。【別紙１】

• 賃金上昇や社会保険等の事業主負担の増加、物価高騰など施設経営にかか
る費用が増加しています。

• 地域での福祉避難所開設など、災害に対しての役割が要求されています。

• 軽費老人ホームA型（経過的）からの建て替えおよびケアハウスの新設は、
新型ケアハウスを推奨され、特養のユニット型と同様の建物・設備となる
が、特定施設入居者生活介護の報酬には設定されていない。

特定施設入居者生活介護の基本単位は、入所系施設比較しても低
く設定されており、経営の安定化を図るため単位数の増加をお願
いしたい。
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資料１
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要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5

サービス別介護報酬（基本部分）

特定施設入居者生活介護 特養（従来型個室） 特養（ユニット型）

認知症対応型共同生活介護 小規模多機能（看護師配置）

【１ヶ月あたり】

サービス別介護報酬費 基本部分（１ヶ月あたり）

要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5

特定施設入居者生活介護 16,364 18,372 20,501 22,448 24,546

特養（従来型個室） 17,429 19,497 21,657 23,725 25,763

特養（ユニット型） 19,832 22,539 24,698 26,706 28,653

認知症対応型共同生活介護 23,238 24,333 25,033 25,550 26,098

小規模多機能（看護師配置） 11,323 16,218 23,183 25,493 28,017

単価に365日を掛け12ヶ月で割戻した
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②加算の創設

• 夜間職員配置は、基準が１名以上のみとなっており、一定数以
上入居している場合は、夜勤者の負担や休憩時間を考慮すると
複数名の夜勤者を配置する必要があり、特養にある夜間職員配
置加算の創設をしていただきたい。

• 「あなたらしさ応援プラン」の地域とのかかわりを重視する観
点からも、外泊や自宅への復帰の加算、自立支援の加算や排せ
つ・褥瘡への評価も特定施設も対象としていただきたい。

• 軽費老人ホームの生活支援である、自立支援や重度化防止、地
域共生社会の取り組みを評価する加算を検討いただきたい。

専門的なサービスや取り組みに対する項目が少なく、評価する加
算を増やしていただきたい。（特別養護老人ホームにある加算と
の比較【資料２】）

7



特別養護老人ホームとの加算の比較

特養（従来型個室） 特定施設入居者生活介護

加 算 単位 加 算 単位

日常生活継続支援加算 36、46 ーーーーーー

ーーーーーー 入居継続支援加算 36、22

看護体制加算 6、13 ーーーーーー

ーーーーーー 夜間看護体制加算 10

夜勤職員配置加算 22、27 ーーーーーー

生活機能向上連携加算 100,200(月) 生活機能向上連携加算 100,200(月)

個別機能訓練加算 12 個別機能訓練加算 12

ADL維持等加算 30 ADL維持等加算 30

若年性認知症入所者受入加算 120 若年性認知症入居者受入加算 120

専従の常勤医師を配置している場合 ーーーーーー

精神科医師で療養指導が月2回以上 ーーーーーー

配置医師緊急時対応加算 ーーーーーー

ーーーーーー 医療機関連加算 80(月)

外泊時費用 ーーーーーー

外泊時在宅サービス利用費用 ーーーーーー

退所時等相談援助加算 400,500(回) ーーーーーー

ーーーーーー 退院・退所時連携加算 30

再入所時栄養連携加算 ーーーーーー

栄養マネジメント強化加算 ーーーーーー

経口移行加算 ーーーーーー

経口維持加算 ーーーーーー

特養（従来型個室） 特定施設入居者生活介護

加 算 単位 加 算 単位

口腔衛生管理加算 90,110(月) ーーーーーー

ーーーーーー 口腔衛生管理体制加算 30(月)

ーーーーーー 口腔・栄養スクリーニング加算 20(6月に１回)

療養食加算 ーーーーーー

看取り介護加算 1280 他あり 看取り介護加算 1280 他あり

在宅復帰支援機能加算 ーーーーーー

在宅・入所相互利用加算 ーーーーーー

認知症専門ケア加算 3、4 認知症専門ケア加算 3、4

認知症行動・心理症状緊急対応加算 ーーーーーー

褥瘡マネジメント加算 ーーーーーー

排せつ支援加算 ーーーーーー

初期加算 ーーーーーー

準ユニットケア加算 ーーーーーー

障害者生活支援体制加算 ーーーーーー

自立支援促進加算 ーーーーーー

安全対策体制加算 ーーーーーー

科学的介護推進体制加算 40、50(月) 科学的介護推進体制加算 40(月)

サービス提供体制強化加算 22、18、6 サービス提供体制強化加算 22、18、6

介護職員処遇改善加算 83/1000 介護職員処遇改善加算 82/1000

介護職員等特定処遇改善加算 27/1000 介護職員等特定処遇改善加算 18/1000

介護職員等ベースアップ等支援加算 16/1000 介護職員等ベースアップ等支援加算 15/1000

資料２
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③処遇改善の一本化と加算率の引き上げ

処遇改善加算
特定処遇改善

加算
ベースアップ
等支援加算

合計加算

特定施設入居者生活介護 8.2% 1.8% 1.5% 11.5%

特別養護老人ホーム 8.3% 2.7% 1.6% 12.6%

認知症対応型共同生活介護 11.1% 3.1% 2.3% 16.5%

小規模多機能 10.2% 1.5% 1.7% 13.4%

目的や配分ルールが違い複雑になっているため、一本化するとと
もに加算額を見直し賃金向上をお願いしたい。

• 各処遇改善の目的や配分ルールの違いは理解できるものの、目的が重複す
るものもあり複雑になっています。再構築をおこない簡素化していただき
たい。

• 他のサービスより加算率が低い状況にあります。介護現場で働くすべての
給与改善の為、加算率を引き上げていただきたい。
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④専門性の高いサービスとの連携

• 看護師の配置基準があるが、経験や専門分野により入居者の疾患への専門
性や知識が少ない場合があります。外部からの訪問看護の利用が有効的だ
と考えます。

• 機能訓練指導員の配置基準は１名以上となっているが、常勤である必要は
なく、勤務時間も規定がない。同じく経験や所有資格によっても専門分野
が限られることがあります。専門性のある者が介入することで回復する見
込みがある場合には、訪問リハ（医療保険を含む）を柔軟に利用すること
により、自立支援に繋がると考えます。

• 入居系ではあるが在宅サービスであることから、他の介護サービス（福祉
用具購入や貸与）との連携が行いやすくなるよう制度構築をお願いします。

専門性のある、医療・リハビリや他の介護サービスとの連携をす
ることで、重度化防止が見込める場合には、医療保険などのサー
ビスを柔軟に利用できるように制度構築をお願いします。
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⑤その他の意見

介護保険制度を維持向上するために、個別の生活支援サービスの
視点が必要だと感じています。高齢者居住サービスの事業者や地
域共生社会に関係の方々と情報共有できるように検討の場を設け
ていただきますようお願いします。

参考資料

あなたらしさ応援プラン「地域共生社会における生活支援」（第２版）

～軽費老人ホーム・ケアハウスの持続可能な機能の展開～

（一般社団法人全国軽費老人ホーム協議会編）

アセスメント レーダーチャート

部分 部分
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